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業 務 の 状 況 ： 貸 出 金

平成20年3月期 平成21年3月期
国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

手形貸付 20,816 ― 20,816 20,430 ― 20,430
証書貸付 420,329 ― 420,329 432,326 ― 432,326
当座貸越 35,982 ― 35,982 36,803 ― 36,803
割引手形 4,256 ― 4,256 3,934 ― 3,934
合計 481,384 ― 481,384 493,496 ― 493,496

■貸出金科目別残高
（単位：百万円）期末残高

平成20年3月期 平成21年3月期
国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

手形貸付 20,278 ― 20,278 19,708 ― 19,708
証書貸付 422,632 ― 422,632 426,652 ― 426,652
当座貸越 36,151 ― 36,151 38,370 ― 38,370
割引手形 4,275 ― 4,275 4,287 ― 4,287
合計 483,338 ― 483,338 489,018 ― 489,018

（単位：百万円）平均残高

■貸出金の残存期間別残高
（単位：百万円）

平成20年3月期 平成21年3月期

1年以下
貸出金 87,085 91,798
うち変動金利
うち固定金利

1年超
3年以下

貸出金 87,764 92,782 
うち変動金利 27,538 27,677 
うち固定金利 60,226 65,104 

3年超
5年以下

貸出金 73,694 86,777 
うち変動金利 19,780 20,836 
うち固定金利 53,914 65,940 

5年超
7年以下

貸出金 55,209 58,318 
うち変動金利 17,950 17,096 
うち固定金利 37,258 41,222 

7年超
貸出金 141,647 127,016 
うち変動金利 36,998 38,252 
うち固定金利 104,648 88,763 

期間の
定めのないもの

貸出金 35,982 36,803 
うち変動金利 34,592 34,168 
うち固定金利 1,389 2,635 

合計
貸出金 481,384 493,496 
うち変動金利
うち固定金利

（注）	残存期間1年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。

平成20年3月期 平成21年3月期
残　高 構成比 残　高 構成比

設備資金 234,349 48.68 233,019 47.22
運転資金 247,035 51.32 260,477 52.78
合計 481,384 100.00 493,496 100.00

（単位：百万円、％）
■貸出金使途別残高

平成20年3月期 平成21年3月期
貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 481,384 100.00 493,496 100.00
製造業 21,126 4.39 27,923 5.66
農業 1,321 0.27 1,361 0.28
林業 102 0.02 69 0.02
漁業 523 0.11 445 0.09
鉱業 310 0.06 314 0.06
建設業 29,301 6.09 30,302 6.14
電気・ガス・熱供給・水道業 517 0.11 1,834 0.37
情報通信業 2,133 0.44 3,314 0.67
運輸業 16,415 3.41 16,517 3.35
卸売・小売業 32,330 6.72 35,479 7.19
金融・保険業 35,463 7.37 30,271 6.13
不動産業 54,228 11.27 55,285 11.20
各種サービス業 56,480 11.73 54,573 11.06
地方公共団体 84,320 17.52 93,361 18.92
その他 146,808 30.49 142,439 28.86

■業種別貸出金状況
（単位：百万円、％）

平成20年3月期 平成21年3月期
中小企業等貸出金残高（A） 345,512 343,823
総貸出金残高（B） 481,384 493,496
総貸出に占める割合（A）／（B） 71.77 69.67

■中小企業等に対する貸出金
（単位：百万円、％）

（注）	1.	貸出金残高には、海外店及び特別国際金融取引勘定分は含まれておりません。
	 2.	�中小企業等とは、資本金3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、サービス業は5千

万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（ただし、卸売業は100人、小売業
は50人、サービス業は100人）以下の会社及び個人でございます。

平成20年3月期 平成21年3月期
消費者ローン残高 144,385 138,563 

住宅ローン 126,251 122,305 
その他ローン 18,134 16,257 

■消費者ローン残高
（単位：百万円）

■特定海外債権残高　［平成20年3月期・平成21年3月期］該当ございません。

■担保種類別の貸出金残高
平成20年3月期 平成21年3月期

有価証券 5,906 4,808
債権 11,293 10,333
商品 ― ―
不動産 78,314 77,985
その他 ― ―
保証 187,212 187,109
信用 198,658 213,259
合計 481,384 493,496

（単位：百万円）

■担保種類別の支払承諾見返額
平成20年3月期 平成21年3月期

有価証券 ― ―
債権 51 48
商品 ― ―
不動産 236 281
その他 ― ―
保証 211 179
信用 2,306 2,080
合計 2,805 2,589

（単位：百万円）
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平成20年3月期 平成21年3月期

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他 目的使用 その他

一般貸倒引当金 1,539 1,888 ― ※1,539 1,888 1,888 1,533 ― ※1,888 1,533
個別貸倒引当金 3,996 1,790 1,360 ※798 3,629 3,629 1,543 661 ※1,393 3,116

うち非居住者向け債権分 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
特定海外債権引当勘定 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
合計 5,535 3,678 1,360 2,337 5,517 5,517 3,076 661 3,281 4,649

■貸倒引当金内訳
（単位：百万円）

（注）	※洗替及び回収等による取崩額でございます。

■貸出金償却額
平成20年3月期 平成21年3月期

貸出金償却額 219 42

（単位：百万円）

■金融再生法開示債権の保全内訳

債権額（A） 保全額（B） 保全率（B／A）
担保・保証等 貸倒引当金

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 8,561 8,561 6,246 2,314 100.00％
危険債権 12,103 11,254 10,454 800 92.98％
要管理債権 2,364 1,057 608 449 44.72％
正常債権 475,509 265,123 264,039 1,084 55.75％
合計 498,539 285,997 281,349 4,648 57.36％

（平成21年3月末現在、単位：百万円）

■リスク管理債権
平成20年3月期 平成21年3月期

破綻先債権額 2,199 2,311
延滞債権額 21,898 18,118
3カ月以上延滞債権額 189 164
貸出条件緩和債権額 4,127 2,200
合計（A） 28,414 22,794
貸出金（B） 481,384 493,496
貸出金残高に占める
リスク管理債権額の割合（A/B） 5.90 4.61

（単位：百万円、％）

（注）	1.	平成21年3月期リスク管理債権の項目説明につきましては、24ページの注記事項（貸借対照表関係※2から※5）にも記載しております。
	 2.	�元本補てん契約のある信託（信託財産の運用のため再信託された信託を含む。）に係る貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、3カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権

に該当するものの額並びにその合計額は該当ございません。

■金融再生法基準による資産査定額
平成20年3月期 平成21年3月期

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 7,606 8,561 
危険債権 16,713 12,103 
要管理債権 4,317 2,364 
正常債権 457,758 475,509 
合計 486,396 498,539 

（単位：百万円）

（注）	��資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成10年法律第132号）第６条に基づき、当行の貸借対照表の社債（当該社債を有する金融機関がそ
の元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第２条第３項に規定する有
価証券の私募によるものに限る。）、貸出金、外国為替、その他資産中の未収利息及び仮払金、支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに貸借対照表に注記することと
されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）について債務者の財政状態及び経営成績等を基礎として区
分するものであります。
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